
日本専門医機構の
2020年度専攻医募集シーリング案

医道審議会 医師分科会 医師専門研修部会
令和元年度 第１回 資料２－２

1

T0531088
テキストボックス
資料2-5

T0499769
ノート注釈
T0499769 : Unmarked



１.厚生労働省の算出した都道府県別診療科必要医師数・養成数のデータに基づくシーリング
案は一定の評価はできるが、一方で急激な変化によってもたらされる影響にも配慮すべきであ
り、また、さらに地域医療に貢献しうる専門研修を構築する必要があること、などの理由から、
専攻医不足の都道府県との「連携（地域研修）プログラム（都道府県限定分も含む※）」を追加
したものを、日本専門医機構としてのシーリング案として提案する。
※充足率が８０％以下の都道府県とする。

２．「連携（地域研修）プログラム（都道府県限定分を含む）」を追加するにあたり、専攻医の一
部地域への集中に対する懸念に対応するという当初の目的を達成するため、シーリング対象
となる都道府県別診療科専攻医数の上限は、現段階では、専攻医採用数を原則超えないよう
にする。

(日本専門医機構通知文より一部抜粋・改変)

日本専門医機構案の基本的な考え方

日本専門医機構案
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日本専門医機構案（例：内科）
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シーリング対象外の診療科

１.外科と産婦人科については、平成6年度と比較して平成28年度の医師数自体が減少
しているなどの理由から、病理および臨床検査とともに、昨年度の募集同様に2020年度
専攻医募集においても引き続きシーリング対象外とする。

２．救急と総合診療については、厚生労働省の医師需給分科会においても、さらなる議
論が必要とされているため、2020年度専攻医募集においてはシーリング対象外とする。
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連携（地域研修）プログラムについて

○地域医療を配慮する観点から、以下の通り「連携（地域研修）プログラム」と「連携（地域研修）プ
ログラムのうち都道府県限定分」を定める。なお、連携（地域研修）プログラムの専攻医募集につい
ては、通常の募集と分けて募集するものとする。

１．連携（地域研修）プログラム
・シーリング対象外の都道府県の施設において50%以上の専門研修を行える環境が整った場合、
募集可能とする。
ただし、都道府県限定分に関しては、以下の条件が整った場合のみ募集可能とする。

２．連携（地域研修）プログラムのうち都道府県限定分
・2016年足下充足率が0.8以下のその診療科の医師不足が顕著である都道府県の施設において

50%以上の専門研修を行える環境が整った場合、募集可能とする。

（2016年足下充足率） =
（2016年の足下医師数）

（2016年の必要医師数）
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１．連携（地域研修）プログラムの計算方法
・「（過去2年の採用平均数）ー（2024年の必要医師数を達成するための年間養成数）」に対して、
「診療科全体の充足率」に応じて以下の割合を乗じた数とする。

（診療科全体の充足率）＝
過去２年の全専攻医採用数の平均

２０２４年の必要医師数を達成するための年間養成数✕補正項∗

に対し、

診療科充足率≦100%の場合： 20％ （内科・整形外科・泌尿器科・脳神経外科）

100％＜診療科充足率≦150%の場合： 15％ （小児科・眼科・耳鼻科・放射線科・リハビリテーション科）

150%≦診療科充足率の場合： 10% （皮膚科・精神科・麻酔科・形成外科）

２．上記、連携（地域研修）プログラムのうち都道府県
限定分5％分とする。

１．シーリング数（連携（地域研修）プログラム含む）の上限
・シーリング数（連携（地域研修）プログラム含む）＞20の場合： 2019年の採用数
・シーリング数（連携（地域研修）プログラム含む）≦20の場合： 過去2年の平均採用数と2019年

の採用数のいずれか大きい方
２．シーリング数の下限
・シーリング数（連携（地域研修）プログラム含む）が５を下回る場合、５とする。

連携（地域研修）プログラムの計算方法と上限・下限
計算方法

上限・下限
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＊補正項＝
過去２年の平均数の全診療科合計
年間養成数の全診療科合計
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例）内科 東京都の場合
１．シーリング数 (525-(525-90)×0.2)＝438
２．連携（地域研修）プログラム数 (525-90)×0.2≒ 87
３．連携（地域研修）プログラムのうち都道府県限定分 (525-90)×0.05≒22
４．シーリング数(連携（地域研修）プログラム含む) 438＋87＝525
５．2019年採用数515を超えるため515が上限となる。そのため連携（地域研修）
プログラムは10減少。

６．最終的な連携（地域研修）プログラム87-10=77、うち都道府県限定分22-10=12
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具体的計算例
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